














In August 1989, the Paris Conference on the Cambodia failed in guiding the 
Cambodian conflict to a peaceful settlement, largely because the four factions (the 
State of Cambodia [SOC], the National United Front for an Independent, Peaceful, 
Neutral and Cooperative Cambodia [FUNCINPEC], the Khmer People’s National 
Front Line [KPNFL], and the Khmer Rouge [KR]) could not build an agreement on the 
power sharing under the interim government. At the end of 1989, the Japanese 
government renewed its political leading role in searching for the engagement in the 
Cambodian peace process. It developed its own peace plan, hoping to be able to bring a 
deadlock to an end. What the government proposed was to change the power sharing 
from the original 25 percent among all of the four factions to 50 percent between the 
SOC and the Coalition Government of Democratic Kampuchea(CGDK), the latter of 
which included the other three factions above mentioned. Based on this plan, the 
Japanese government hosted the Tokyo conference in June 1990. Finally, the main 
parties signed the Paris Agreement on a Comprehensive Political Settlement of the 
Cambodia Conflict. The power sharing formula under the Supreme National Council 
(SNC), which the Japanese government had proposed, was thereby adopted on October 
23, 1991. 
Through the analysis of the memoirs written by the two Japanese diplomats, in this 















1977 年の福田ドクトリン以降、独自の政治的役割として ASEAN とインドシナとの平
和共存のためベトナムとの関係確立に努めてきた日本１）は、カンボジア紛争勃発後、
ASEAN の方針に従って、ASEAN が支援する三派連合政府を支持してきた２）。経済大国















から国連に委任することを提案した。この提案に基づいて、1990 年 1 月から国連安全保
障理事会の常任理事国（P5）がカンボジア和平についての討議を開始した。日本は、カン
ボジア和平における政治的役割に意欲を見せていたにもかかわらず、カンボジアの四派と




とプノンペン政府の間で 50 対 50 にすることを柱に、外交工作をすることを決めたのであ
る。この 50 対 50 の権力配分は、1990 年 6 月にタイとともに日本がカンボジア和平のた











































 カンボジア紛争勃発後、日本政府は、カンボジア紛争に関して ASEAN を支持し、特段
積極的な政策をとってこなかった。しかし日本政府が、政治的役割へのモメンタムを取り
戻す契機となったのは、竹下登首相による「国際協力構想」の提唱である１１）。 





































国際的平和維持活動への要員協力の調査訓令が出された１７）。この 10 カ国は、「1978 年に



















































1989 年 4 月、ベトナムとプノンペン政府は 9 月末までのベトナム軍の完全撤退を表明
すると、撤退の検証が新たな課題として浮上してきた２７）。1989 年 5 月 2 日、ジャカルタ
で、ソン・サン派のソン・サン首相を交えて 4 回目のシアヌーク＝フン・セン会談が開か
れ、ベトナム軍の撤退や撤退後の総選挙などを監視する国際監視機構の設立が合意され、









紛争解決の行方は、7 月 30 日から 1 カ月にわたって開かれることとなったパリ和平会議
に託されることとなった。ところが、この会議が開かれるときには、すでに紛争解決に向

















































のイニシアティブにより、国連安保理の常任理事国（P5）の外務次官会議が 1990 年 1 月
15 日、16 日にパリで開催された。P5 の討議では、エヴァンス提案が議論の出発点となり、
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依然として新規プロジェクトについては凍結されたままであったが、8 月 18 日には既存の
援助案件については再開を決定した。さらに、パリ和平会議中の 8 月 29 日には中山太郎
外相が劉述卿外交部副部長との会談を行い、9 月には日中友好協会議員連盟会長の伊藤正
義元副総理を団長とする訪問団が中国を訪問した。こうした接触を皮切りに、9 月 25 日天
安門事件当日に出された渡航自粛勧告が解除されると、政財界の中国訪問ラッュが再開さ






























『アジア研究』、第 45 巻第 1 号（1999 年 6 月）、29－60 ページを参照されたい。ベトナ
ムとの関係確立に関する対越政策については、拙稿「ベトナム戦争終結と日本外交―戦後
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７） 池田維『カンボジア和平への道―証言 日本外交試練の 5 年間』都市出版、1996 年。 
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